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当市では、今年度から総合計画後期基本計画がスタートし、将来像である「みつけよう育

てよう 郷土の宝 いのち輝くいちのせき」の実現に向け、ＳＤＧｓの理念を踏まえた各種

施策を推し進めております。 

 そのような中、新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、社会全体に大きな影響を及ぼ

しており、市民の生命が常に脅かされています。このような難局において、当市としても、

感染拡大防止に全力で対応するとともに、各種支援策を講じてきているところであり、コロ

ナウイルス感染症やこれまでの災害等への対応で得た教訓を事業化していくことが、これか

らの行政に求められております。 

人口減少や少子高齢化、ＩＣＴの目覚ましい革新など、私たちを取り巻く社会情勢は大き

く変化しており、今回のコロナウイルス感染症をターニングポイントとして、従来どおりの

発想や取組では通用しない歴史的転換期を迎えております。 

当市も、新たな時代を拓くため、これまで以上に、広域的な視点で近隣自治体との連携を

強めていくとともに、市民との協働、公民連携をより一層推進し、地域課題の解決に努めて

まいりますので、本要望書に掲げた事項について、積極的なご支援、ご協力を賜りますよう

要望します。

令和３年７月28 日 

岩 手 県 知 事 達 増 拓 也 様

一 関 市 長  勝 部   修 

一関市議会議長  槻  山     隆 
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特別要望 

新型コロナウイルス感染症対策について 

令和２年７月以降、県内でも新型コロナウイルス感染症患者が確

認され、職場や高齢者施設、教育・保育施設などにおいて複数のクラ

スターが発生しております。このような状況の中、県内では、従来の

ウイルスから変異株（アルファ株）に置き換わり、さらに感染力が強

く、ワクチンの効果を弱める可能性が指摘されている別の変異株（デ

ルタ株）が確認され、さらなる感染の拡大が懸念される状況でありま

す。 

 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化は、特にも医療資源の

乏しい本県にあって、医療機関の逼迫・疲弊につながり、特にもクラ

スターが発生した場合、医療提供体制への負荷の増大につながるこ

とから、医療提供体制の維持・確保が懸念されています。 

また、新型コロナウイルス感染症の収束への切り札となり得るワ

クチン接種は、県内でも65歳以上の高齢者から接種が開始されてお

ります。 

このワクチン接種は、予防接種法に基づき市町村が実施主体とな

り、12 歳以上の住民が２回接種するという、過去に例を見ない大規

模な予防接種です。短期間で多くの接種を行う必要があることから、
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医療機関等関係団体と連携しながら、住民周知、接種券発送、医療従

事者等の人員対応、必要な資機材等の確保など、多岐にわたる膨大な

作業を進めていますが、ワクチン接種の円滑な運用実現のためには、

多くの接種希望者を受け入れることができる接種体制の構築が課題

となっています。 

今後、県内においても感染力が強い変異株（デルタ株）による感染

の拡大が危惧される中、感染防止と社会経済の持続性をいかに両立

させるかという課題と向き合う段階に入り、医療・介護への支援のほ

か、経済対策や生活支援などについて、一層の取組を進めなければな

りません。 

 ついては、新型コロナウイルス感染症対策について、特段の措置を

講じるよう次の事項について要望します。

記 

 感染防止について 

 ① 変異株による感染拡大の防止について 

当市に隣接する宮城県においても、さらに感染力が強いとさ

れる変異株（デルタ株）の感染が確認されており、市内での変異

株による感染が非常に懸念される状況であることから、変異株

に対する具体的な対応策を早急に検討し示すこと 

② 無症状者に対する網羅的な行政検査の拡充について  

クラスターの発生防止等、感染拡大防止のさらなる強化を図
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る観点から、「新型コロナウイルス感染症のまん延期における検

査方針（令和３年２月 19日付け岩手県保健福祉部医療政策室通

知）」に示されている無症状者に対する網羅的な行政検査につい

ては、まん延期前の感染拡大の兆候がある場合に実施すること

とし、その対象者に県内でも複数のクラスターが確認されてい

る教育・保育施設及び障がい者施設を追加すること 

 ③ 県が主導する集団接種の実施について 

国が定める期間内に、より多くの接種希望者に対してワクチ

ン接種が可能となるよう、県が主導する集団接種会場を当市に

も設け実施すること 

慰労金の給付について 

新型コロナウイルス感染症への感染に不安を感じながら保育を継

続している保育所等や、放課後児童クラブの児童福祉施設に従事

する全職員に対して、「慰労金」を支給することを国に対し働き

かけること 

 経営支援について 

① ジョブカフェ一関の就業支援体制の強化について

新型コロナウイルス感染症の影響を見据え、ジョブカフェ一

関の就業支援員の増員など就業支援体制を強化すること

② 雇用調整助成金の拡充について 

雇用調整助成金については、企業の雇用状況を見据え、緊急対
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応期間のさらなる延長を国に対して働きかけること 

③ 地域企業経営支援金の要件緩和について 

感染対策等に取り組みながら事業継続を図ろうとする中小企

業者に対し、支援金を支給する地域企業経営支援金について、全

ての業種において感染対策の取組が行われ、事業継続が図られ

るよう対象業種の要件を緩和すること 

 ④ 事業継続のための支援について 

緊急事態宣言の発令地域やまん延防止等重点措置適用地域以

外においても経済の停滞は著しいことから、厳しい経営環境が

続いている中小企業、個人事業者に対し、事業継続のための実効

性のある支援策を全国的に講じるよう、国に対し働きかけること 

 地方負担への財政支援について 

新型コロナウイルス感染症対策に係る地方負担への財政支援に

ついて、県が行う事業の追加、支援の対象の拡充、補助率のかさ

上げ等、さらなる財政支援を措置するとともに、国においても一

層の財政支援策を講じることを働きかけること 
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重点要望 

国道 343 号新笹ノ田トンネルの整備について

国道 343 号は、いわて県民生活長期ビジョン及び復興推進プラン

において「復興支援道路」と位置付けられ、生命と暮らしを守る道路

として、その役割は重要性を増しております。 

また、内陸と重点港湾である大船渡港を結ぶ物流ルートであると

ともに、「平泉の世界遺産」と「三陸復興国立公園」、「橋野
は し の

鉄鉱山・

高炉跡」といった各地域の観光拠点を結ぶ広域観光ルートとして重

要な路線であります。 

今年３月には、渋民バイパスが供用されるなど、区間毎の整備は進

められているものの、陸前高田市と一関市の境にある笹ノ田峠は、幅

員狭小や急 峻
きゅうしゅん

な山地を越えなければならない地理的条件から交通

の難所となっており、平成 27年には、土砂災害による長期間の車両

通行止めが発生し、交通に多大な支障をきたしました。 

また、冬期の積雪・路面凍結時において、通過する車両の通行が困

難となることから、国道 284 号へ大きく迂回するなど、沿岸と内陸

を繋ぐ物流ルートとしての機能が、場面を問わず十分に果たされて

いると言える状況にはありません。 

今年度中には、国の復興道路に指定されている三陸沿岸道路の全

線開通が見込まれており、沿岸と内陸を結び、物流ルート・広域観光
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ルートとして広域交流の役割を担う幹線道路の整備はますます重要

となります。国の復興支援道路に指定されている横軸の路線として、

県央部では宮古盛岡横断道路が、県中部においては東北横断自動車

道釜石秋田線が高規格道路として整備されましたが、岩手県南部に

おいても横軸となる道路ネットワークの構築が求められており、こ

の点からも国道 343 号新笹ノ田トンネルの整備が急務であります。 

平成 26 年度には、新トンネルの実現に向けて、沿線においては、

住民や商工業、観光、農業関係団体などが中心となった署名活動が展

開され、一関市においては、７万 7,938 人の署名が、また、陸前高田

市においては、１万 3,554 人の署名があり、合わせて９万人を超え

る署名が集まったところです。これらの署名活動に加え、大船渡市、

住田町の住民を含めた、沿線各地から早期事業化について強い要望

があったところですが、いまだ必要な調査事業は行われず、整備の方

向性も示されておりません。 

ついては、次の事項について強く要望します。 

記 

 国道 343 号新笹ノ田トンネルの整備に必要な調査事業を行い、

早期事業化に向けた県の方向性を示すこと 
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○令和２年度、令和元年度、平成 30年度の要望に対する県の回答 

・一般国道 343 号は、内陸部と気仙地区を結び、沿岸地域の早期復興を支援するとともに、安全・安心な

暮らしを支え、広域的な観光などの振興にも資する重要な路線であると認識しており、復興実施計画にお

いて県の復興支援道路に位置付け、重点的に整備を進めているところです。 

・新笹ノ田トンネルの整備については、大規模なトンネルになることから、多額の事業費を要することが

見込まれるため、安定的な事業予算の確保が課題となり、慎重な判断が必要であると考えております。【Ｃ】 

冬の笹ノ田トンネル 
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※計画延長、トンネル延長は作成当時の数値 

現在想定している新笹ノ田トンネルの概要は資料集に掲載 

-
8
-



一関市大東町側から見た笹ノ田峠 

陸前高田市側から見た笹ノ田峠 
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一般要望 

１ 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現について

ＩＬＣの誘致に関しては、2020 年６月に承認・公表された欧州素

粒子物理戦略において、ＩＬＣ計画に対する欧州の協力姿勢が示さ

れ、また、同年８月には、国際将来加速器委員会（ＩＣＦＡ）の提言

に基づき、高エネルギー加速器研究機構を拠点としたＩＬＣ国際推

進チームが発足し、ＩＬＣ準備研究所の設立に向けた活動が進めら

れるなど、北上高地への誘致・建設への実現に向け、大詰めの段階を

迎えております。 

ついては、国に対し、資金の分担や研究参加に関する国際調整等を

速やかに進め、日本誘致の意思を早期に国内外に表明するよう働き

かけるとともに、次の事項について要望します。 

記 

 東北ＩＬＣ事業推進センターとの連携により、ＩＬＣ国際科学

技術研究圏域※の中心となる国際研究拠点の建設候補地（エリア）

を明示して、国際研究機関との連携のもと準備作業を進めること 

※岩手県作成「ＩＬＣによる地域振興ビジョン」による

 東北ＩＬＣ事業推進センターや関係自治体と連携し、ＩＬＣ準

備研究所の確実な設立について、関係機関に強く働きかけること 

  県が担う役割、関係自治体が担う役割を明確に示した上で、
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ＩＬＣ東北マスタープラン等に基づく受入れに向けた一層の取組

を進めること

○令和２年度の要望に対する県の回答 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向けては、岩手県内はもとより、東北ＩＬＣ推進協議会をは

じめとする関係団体等と連携しながら、東北一丸となって様々な活動を推進してきたところです。 

 県においては、令和２年６月に続き 11月にも、国に対し「ＩＬＣの実現に向けて国際的な議論をさらに

推進し、日本政府として早期に意思表明を行うとともに、ＩＬＣを我が国の科学技術の進展、国内の各地

方をつなぐ産業・情報・技術のネットワーク形成、震災復興、成長戦略、地方創生等の柱に位置付け、関

係省庁横断の体制を強化し、国内議論を加速させ、ＩＬＣ準備研究所の設立に向けて積極的に対応するこ

と」を要望したところであり、引き続き、国への働きかけを行っていきます。 

 東北では、貴市及び本県を含む関係自治体、大学等による東北ＩＬＣ事業推進センターが発足し活動を

進めており、ＩＬＣ国際推進チームの活動を見据え、建設候補地周辺の道路等社会基盤や生活環境の整備

方針など建設に必要な条件整備等について、ＩＬＣ東北マスタープランも踏まえ、実務レベルで調査検討

等を行っています。 

 県としては、同センターの取組と連動し、県内市町村やＩＬＣ国際推進チームの拠点となっている高エ

ネルギー加速器研究機構（ＫＥＫ）など、関係団体等との連携を一層強化しながら、ＩＬＣの実現に向け

引き続き取り組んでいきます。【Ｂ】
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優れた交通アクセス 

市街地の都市機能 
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一般要望 

２ 広域連携に資する幹線道路網の整備について 

まちづくりを効果的に進めるためには、一つの自治体のみで施策

を実施するよりも、関係する自治体と協力、連携しながら進めること

により、大きな成果を得ることが可能となります。 

当市では、同じ通勤エリア、医療圏、文化圏などを共有する近隣自

治体との協力、連携が重要であるとの認識のもと、平泉町、宮城県栗

原市、登米市と連携し、課題解決に取り組んでいるところであります。 

また、陸前高田市や宮城県気仙沼市などの隣接する地域との地域

間交流、交流人口の拡大による相互交流の活発な圏域づくりを目指

すため、隣接市町と協調した、県境付近に繋がる広域的ネットワーク

機能を果たす幹線道路網の計画的な整備が求められております。 

近年、国内各地において、台風による大雨や水害などが頻発してお

り、その被害は以前にも増して甚大になっていることから、非常時に

おいて、隣接する自治体間を結び、輸送路・避難路として安定して機

能する幹線道路網の整備は急務であります。 

また、国道４号高梨交差点以南並びに大槻交差点以北（平泉バイパ

ス境まで）の４車線化は、交通渋滞緩和や物流の効率化を図るだけで

はなく、県際地域の活性化を図るためにも必要であります。 
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ついては、県際連携や、安全安心で災害に強いまちづくりを進める

ため、次の事項について要望します。 

記 

 県際連携に資する幹線道路網の整備

① 国道４号高梨交差点以南並びに大槻交差点以北（平泉バイパ

ス境まで）の４車線拡幅整備の早期事業化 

② 国道 284号の高規格化 

③ 国道 342号花泉バイパス以南から宮城県境までの早期整備 

④ 国道 456号宮城県境付近のトンネル化の早期実現 

⑤ 主要地方道本吉室根線津
つ

谷川
や が わ

本宿
もとしゅく

地区の整備促進 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・国道４号高梨交差点以南並びに大槻交差点以北（平泉バイパス境まで）の４車線拡幅整備については、

御要望の区間を含む県内未事業化区間の早期４車線化に向けて引き続き国へ要望していきます。【Ｂ】 

・一般国道 342 号花泉バイパス以南の整備については、平成 24年度に白崖地区の事業に着手し、用地取得

を進め、平成 29年度から改良工事に着手しました。早期の供用開始を目指し引き続き改良工事を推進して

います。今後とも地元の御協力をいただきながら、整備推進に努めていきます。【Ａ】 

・また、白崖地区を除く区間の整備については、早期の整備は難しい状況ですが、交通量の推移や公共事

業予算の動向等を見極めながら総合的に判断していきます。【Ｃ】 

・一般国道 456 号の宮城県境付近七曲峠の整備については、早期の整備は難しい状況ですが、交通量の推

移や公共事業予算の動向等を見極めながら総合的に判断していきます。【Ｃ】 

・主要地方道本吉室根線津谷川本宿地区の改良整備については、県際連携に資する道路として必要性を認

識しており、幅員狭小区間における安全で円滑な交通の確保を図るため、今年度から現地測量・設計に着

手しているところです。 今後とも地元の御協力をいただきながら、整備推進に努めていきます。【Ａ】
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一般要望 

３ まち・ひと・しごとの創生に向けた支援について

 地域公共交通の充実について 

当市では、人口減少や車社会の進展などに加え、今般の新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外出自粛等により、バス利

用者が減少しており、民間路線バスの廃止や減便が余儀なくされ

ています。 

こうした状況を踏まえ、当市では民間路線バスが廃止となった

地域において市営バスの運行を行うとともに、乗換ポイントの整

備、バス停の多言語化、バス車両の更新など利便性の向上と利用

促進を図る取組を進めております。また、高齢化社会が進む中

で、自宅近くでの乗り降りが可能なデマンド型乗合タクシーの導

入エリアを拡大しております。県においては、地域公共交通活性

化推進事業費補助金により、地域公共交通体系の再編や利用促進

に係る市町村の取組を支援しておりますが、公共交通の維持、確

保に係る市の財政負担は増大しています。 

ついては、住民の日常生活に必要な移動手段の確保とさらなる

利便性の向上を図るため、次の事項について要望します。 

記 

① 岩手県地域公共交通活性化推進事業費補助金について、市町

村からの要望額に応えられるよう必要な予算額を確保すること 

② 岩手県地域公共交通活性化推進事業費補助金の１市町村あた

り補助上限額（現状１市町村上限額 500 万円）を引上げること 
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○令和２年度の要望に対する県の回答 

・県では、平成 30年度、「岩手県地域公共交通網形成計画」を策定し、持続可能な地域公共交通体系の構

築に取り組んでいるところであり、引き続き、地域公共交通活性化推進事業費補助によりデマンド交通等

の導入への支援を実施していきます。【Ｂ】 

・また、地域内公共交通への財政支援については、国庫補助における地域内フィーダー系統確保維持費補

助における新規性要件の緩和や、補助上限額の拡大を行うよう、国に対して要望しているところであり、

今後も引き続き、国に働きかけていきます。【Ｂ】 
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 栗登一平への支援について 

当市では、岩手県南から宮城県北に至る地域を中東北というエリ

アとして捉え、それぞれの地域の歴史や文化を認め合い、圏域全体

で発展していくことを目標に市政運営を進めてきました。その中で、

「栗登一平（宮城県○栗原市、○登米市、岩手県○一関市、○平泉町）」

という圏域を越えた広域連携を掲げ、様々な施策を一体となって取

り組んでいるところです。

県境付近の自治体においては、特有の共通課題を有しており、ス

ケールメリットを生かした県境を意識しない発想による新しい取

組が求められています。

ついては、県境を越える広域連携での取組に対し、地域経営推進

費における補助率のかさ上げ等、他の支援制度よりも手厚い配慮を

要望します。
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 定住自立圏構想の推進について 

当市は定住自立圏の中心市として、隣接する平泉町と定住自立圏

を形成することで、圏域での生活に必要な機能を確保し、圏域全体

の活性化を図りながら、魅力ある定住自立圏への取組を推進してお

ります。 

その取組に対し、国から特別交付税の財政措置が講じられている

ところですが、中心市及び近隣町のそれぞれで特別交付税の交付額

に上限が設けられており、国によって配分が決められている現状に

あります。 

圏域の自主性を尊重し、特別交付税の配分割合を独自に設定する

ことで、圏域特有の課題に対し、その状況に応じた施策に取り組む

ことができるようになります。 

ついては、中心市及び近隣市町村の特別交付税の交付上限額を撤

廃し、圏域の状況に応じた配分を圏域独自に設定できるよう国に対

し働きかけるよう要望します。 
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 国道 343 号渋民バイパスの「道の駅」整備について 

令和３年３月に開通した国道 343 号渋民バイパスは、復興支援道

路のリーディング工区に位置づけられており、交通の利便性向上に

よる内陸と沿岸の物流の効率化、観光促進や交流人口の拡大等、今

後ますます期待されています。

当市は、国道 343号と国道 456号の交差点付近に国道利用者の休

憩所や道路情報提供の場として「道の駅」を整備する予定としてお

り、地域住民や関係団体の協力のもと、令和２年 10 月に基本構想

（案）及び基本計画（案）を策定しました。令和３年度は基本設計

に着手し、令和６年度の開業を目指して取り組んでおります。

ついては、特産物を生かした商品等の提供などによる地域活性化

の拠点、沿岸部と内陸部をつなぐ架け橋として地域交流の拠点、さ

らには防災拠点としての機能も兼ね備えた「道の駅」の整備に向け

た支援と、休憩施設（駐車場、トイレ）及び情報発信施設の整備に

ついて要望します。
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 若者の地元定着及び外国人労働者への支援について 

新型コロナウイルス感染症の影響は、いまだ収束の見通しが立

たない状況にはあるものの、市内の企業においては、製造業を中

心に業績が向上し、人材不足を課題として取り上げる事業所が増

加傾向にあります。

また、テレワークの普及や、感染が拡大している都市部への就

職を見合わせる動きが生じている今の状況こそ、人口流出を抑制

する好機と捉え、地元への就職支援の強化が必要と考えておりま

す。

一方で、人材不足を背景とした外国人労働者の雇用の増加に伴

い、外国人と共生する地域づくりを推進するため、多言語による

行政情報、生活情報及び災害時等における情報の提供への支援体

制が求められております。

ついては、地元企業への就職を促進し、人材不足を解消する対

策として、次の事項について要望します。

記 

① ジョブカフェ一関の機能について再認識し、地元就職推進

に向け、就業支援体制を強化すること 

② 外国人労働者に提供する行政情報、生活情報等の多言語化

への支援体制の強化と併せて、雇用担当部署との情報共有体

制を構築すること 
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○令和２年度の要望に対する県の回答 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響で内定の取消し等にあった新卒者等のため、国が特別相談窓口を

４月から新卒応援ハローワークに設置するなど、就業支援体制を強化し相談に当たっているほか、雇止め

等にあった労働者の早期再就職を支援するため、ハローワークの就職支援ナビゲーターを拡充するなど就

職支援体制の強化に係る予算を令和２年度第２次補正予算で措置したところです。また、公益財団法人産

業雇用安定センターでは、求職者の雇用機会を創出するためのマッチング事業を無料で実施しているとこ

ろです。県においては、令和２年度はジョブカフェ一関に就業支援員を４名配置し、就業相談やキャリア

教育支援等の事業と連携しながら、高校生の就職や新卒者の定着への支援等を行っているところであり、

国の動向を注視しつつ、各地域の状況に応じて市町村や関係機関と連携しながら、就業支援の充実を図っ

ていきます。【Ｂ】 

・外国人労働者の生活環境の支援については、平成 31 年４月の出入国管理及び難民認定法の改正による

新たな在留資格の創設等を踏まえ、令和元年７月２日、ワンストップ型の相談窓口として、いわて県民情

報交流センター（アイーナ）の国際交流センター内に「いわて外国人県民相談・支援センター」を設置し、

関係機関と連携し外国人県民等からの様々な相談に多言語で対応しています。また、広く相談対応してい

くため、定期的な県内各地域での巡回相談、事業所等の訪問を実施しているところです。なお、今般の新

型コロナウイルス感染症に関しては、新型コロナウイルス感染症に関する感染拡大防止や新しい生活様式

に係る注意喚起はもとより、特別定額給付金をはじめとする各種公的支援制度等について、多言語での情

報発信に取り組んでいます。 

 引き続き、市町村や国際交流協会等の関係機関と連携して、日本語学習の支援や多言語による生活情報

の提供、災害時の外国人支援体制の構築に取り組んでいきます。【Ｂ】 
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 非製造業を対象とした支援について 

近年のＩＴ化の進展は、５Ｇ等の情報通信技術の高度化に伴い、

ＩＴ関連産業の需要を高めるとともに、地方へサテライトオフィス

を構える動きを加速させております。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、従来にも増して

テレワークの必要性が高まっており、今後、首都圏から、家賃など

の固定費が抑えられ、自然環境に恵まれた地方への事務所移転など

の動きが加速することが予想されます。

このため、当市では、テレワークによる業務が可能な企業等に対

しての誘致活動に力を注ぐこととしており、これらの企業を誘致し、

地元企業などとの連携によるイノベーションの誘発が、今まで以上

に重要であると捉え、従来からの製造業などの企業誘致と合わせ、

積極的な企業誘致活動を行ってまいります。

ついては、今後県内においても同様の動きが予想されることから、

ＩＴ関連企業等の非製造業の誘致を進めるため、非製造業を対象と

した支援制度の創設を要望します。 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・今般、新型コロナウイルス感染症の影響によるテレワークの普及や、５Ｇ等の情報通信技術の高度化に

伴い、ＩＴを含む情報通信関連産業の需要は年々高まっており、県としても、こうした多様な産業に対す

る支援の必要性を認識しているところです。 

 本県では、これまで、特に県内への波及効果が大きく、さらなる産業集積が期待される製造業等を中心

に支援を行ってきたところでありますが、非製造業に対する支援制度についても、県内への波及効果や今

後の業界動向を鑑み、検討を進めています。【Ｂ】 
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一般要望 

４ 県際地域の地域医療体制等の充実について 

 県立病院医療体制の充実について 

県立磐井、千厩、大東、南光の各病院は、地域医療の中心的役割

を担っておりますが、医師不足が深刻化しており、地域住民の生命

と健康を守る上で適正な医療の確保が著しく困難な状況にあります。 

また、当圏域は、宮城県北地域と通院、通学等において、同じ日

常生活圏にあり、県を越えての保健医療圏域を想定した医療体制の

構築が急務となっています。 

ついては、宮城県との協議の場を設け、岩手・宮城県際地域の医

療体制の充実を進めるとともに、県立病院医療体制の充実のため次

の事項について要望します。

記 

病院名 配置が必要な常勤医師 増員が必要な常勤医師等 

磐井病院 

血管内治療医 小児科医、産婦人科医、救急科

医、麻酔科医、呼吸器内科医、

助産師 

千厩病院 

呼吸器内科医、循環器内科医、

小児科医、皮膚科医、眼科医、

耳鼻咽喉科医、脳神経内科医 

総合診療内科医、消化器内科

医、整形外科医 

大東病院 
脳神経内科医、整形外科医 内科医 

南光病院 

児童青年精神科医 精神科医（特にも中堅医師）、

公認心理師、医療社会事業士

（精神保健福祉士） 
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○令和２年度の要望に対する県の回答 

・ご要望のあった診療科のうち、磐井病院の救急科の常勤医師については、令和２年４月から１名増員し、

千厩病院の整形外科の常勤医師については、10月から１名増員予定としており、診療体制の充実を図って

いるところです。それ以外の診療科については、関係大学に対して常勤医師の配置及び増員を要請してい

るところですが、派遣元である大学においても、医師の絶対数が不足しており、非常に厳しい状況が続い

ています。また、児童青年精神科医は、全国的にも学会認定医の資格を有する者が少ないことから、他病

院からの診療応援により、診療体制の維持に取り組んでいるところです。県においては、引き続き関係大

学を訪問し医師の派遣を強く要請していくほか、即戦力となる医師の招聘や奨学金養成医師の計画的な配

置等により、常勤医師の確保に取り組んでいきます。【Ｂ】 

・医師以外の職員の配置については、患者数や業務量等に応じた配置を基本とし、必要な体制を整備する

こととしています。磐井病院については、分娩件数の増加等に対応するため、平成 30年４月に、助産師を

２名増員したところであり、今年度においても、必要な体制を維持しています。今後とも、患者の動向や

地域の実情等にも十分配慮しながら、必要な職員の確保に努めていきます。【Ａ】 

・南光病院については、医師の負担軽減や診療体制の充実等のため、平成 30年４月から公認心理師１名、

医療社会事業士２名を増員したところであり、今年度においても、必要な体制を維持しています。なお、

公認心理師については、全員が公認心理士資格を取得しており、精神保健福祉士については、配置した医

療社会事業士のうち、５名が取得しており、今後も病院において有資格者を養成することとしています。 

 今後とも、患者の動向や圏域内の医療機関の役割と連携の状況等を踏まえながら、必要な体制の整備に

努めていきます。【Ａ】 
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 奨学金養成医師の適正な配置について 

平成20年度に拡充した奨学金制度による養成医師の県内医療機

関への配置が平成28年度から始められ、当圏域には昨年度に引き続

き５人の医師が配置されましたが、当圏域における常勤医師の数は

依然として不足しており、また圏域内でも東西地域で医師の偏在が

あります。 

今後におきましても、県内における深刻な医師不足の解消と、地

域及び診療科による医師の偏在の解消が不可欠であります。 

特にも、当圏域は、宮城県北地域と通院、通学等において、同じ

日常生活圏にあり、県際地域に生活する住民が最善かつ適切な医療

を受けられるよう、実態に即した医療体制を構築することが重要と

なっております。 

ついては、奨学金制度による養成医師の配置について次のとおり

要望します。 

記 

① 地域及び診療科による医師の偏在の解消 

② 公的基幹病院はもとより、その他の公的医療機関への継続的 

な必要医師の配置 
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○令和２年度の要望に対する県の回答 

・県では、奨学金制度により医師の絶対数を確保し、養成医師の計画的な配置調整を行うことにより、医

師不足の解消等に努めており、今年度は、県内すべての二次保健医療圏の基幹病院等に計８４名の養成医

師を配置したところですが、医師不足が深刻な沿岸・県北地域への優先配置に取り組んだ結果、両磐医療

圏には５名の配置となったところです。医師の地域偏在の更なる解消に向けて、昨年度臨床研修を開始し

た養成医師から沿岸地域等での勤務を必須化し、取組の強化を図ったところです。また、診療科偏在の取

組については、産科・小児科を選択した養成医師が地域周産期母子医療センター等で勤務に専念できるよ

う配置特例を設け、さらに今年度から、地域枠養成医師を対象に総合周産期母子医療センターでの専門研

修期間の一部を義務履行として認めることにしたところであり、本制度について周知を図り、産科医等の

養成の取組を強化し、医師の偏在解消を進めていきます。【Ｂ】 

・また、地域病院等の中小医療機関への配置については、配置基本ルールに基づいて、先行して配置する

基幹病院で総合診療スキルを習得した後、順次配置を行うこととし、今年度は、県全体で１１名の養成医

師を配置したところであり、引き続き地域病院等への配置についても、充実を図っていきます。【Ｂ】 
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 周産期医療体制の充実について 

少子高齢化が進展し、医療資源の地域偏在も顕著な状況の中、

将来にわたって安心して子育てができ、住み慣れた地域で暮らし

続けることができるよう、地域医療体制の充実が課題であり、当

市においては、市内の医療施設などに将来勤務しようとする者に

修学資金の貸付けを行うなど医療人材の確保、定着に努めている

ところです。

このような状況の中、特にも両磐保健医療圏域内における周産

期医療体制の構築のため、助産師に対する支援や人材の確保に向

けた取組が急務となっております。

ついては、地域での人材確保のため、次の事項について要望す

るとともに、国に対して働きかけるよう要望します。

記 

 ① 医療人材の確保、定着に向けた施策のさらなる充実、特にも、

周産期医療体制構築のための助産師に対する支援や人材の確保 

② 医師不足や医師偏在を解消するため、地域医療体制の抜本的な

改善を図ること 
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○令和２年度の要望に対する県の回答 

・県では、看護職員の安定的な確保と定着を図るため「いわて看護職員確保定着アクションプラン」に基

づき、中学生・高校生看護進学セミナーや看護職員修学資金貸付制度ナースセンターによる再就業支援な

どに取り組んでおり、特に助産師については、修学資金の優先的な貸付、岩手県看護協会・岩手県助産師

会と連携した資質向上研修や復職支援など、きめ細やかな取組を推進しているところです。 

 介護人材については、修学資金の貸付や求職者と求人側とのマッチング支援、職場環境や処遇改善の促

進、資格取得の支援やキャリアに応じた各種研修の実施などに取り組んでいます。また、介護人材不足へ

の対応は、県のみならず市町村や事業者、関係機関の団体等それぞれの取組が重要であることから、市町

村等が行う、介護の仕事への理解促進に向けた取組や新人職員の介護職員として備えておくべき知識やス

キルの習得を目的とした取組等を補助し、市町村等の主体的な取組を支援しています。 

 これらの取組の継続や充実に向け、政府予算要望において、介護従事者に対する処遇改善を図るため適

切な水準の介護報酬を設定すること、地域の実情に応じた介護人材確保・育成対策の実施に必要な財源を

医療介護総合確保基金により十分に確保すること等を国に要望しているところです。 

 また、全国知事会においても、今年度も国に対して、介護人材の安定的な確保・育成・定着を図るため

の施策の推進等について要望を行っています。今後も様々な機会を通じて国に要望していきます。【Ｂ】 

・医師不足や医師の地域偏在等の解消に向けては、これまでの都道府県のみの取組では限界があり、全国

的な取組も必要であることから、本県では、国の責務として医師の計画的養成や配置に取り組む「（仮称）

地域医療基本法」の制定について提言してきたところです。 

 また、本年１月に、医師少数県とともに「地域医療を担う医師の確保を目指す知事の会」を設立したと

ころであり、医師不足の解消や医師偏在是正のための実効性のある施策について、国に提言していくこと

としています。【Ｂ】 
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 こども救急相談電話の受付時間の延長について 

現在、岩手県小児救急医療電話相談事業として「こども救急相

談電話」が、年中無休で午後７時から午後 11時まで開設されてい

るところですが、午後 11時以降や夜間・休日当番医が対応できな

い時間帯における子どもの病気やけがへの対応が喫緊の課題とな

っています。

この事業は、子育て中の保護者の不安軽減を図り、安心して子

育てができる環境づくりや、地域における小児救急医療体制を補

完するためにも大変重要なものと捉えております。

ついては、子育ての不安を解消し、安心して子育てができる環

境の充実を図るため、岩手県医師会等の関係者とのこれまでの協

議結果を踏まえて、次の事項について早急に実施されるよう要望

します。

記 

こども救急相談電話の受付時間の延長 

① 平 日：午後11時から翌朝８時まで 

② 土曜日：午後１時から午後７時まで 

午後11時から翌朝８時まで 

③ 休 日：午後５時から午後７時まで 

午後11時から翌朝８時まで 
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○令和２年度の要望に対する県の回答 

・県では夜間、小児患者の保護者等からの電話相談に専門の看護師が対応し、適切な対処方法についてア

ドバイスを行う「小児救急医療電話相談事業」を平成 16年 10月から岩手県医師会に委託して実施してい

ます。 

 受付時間の延長にあたっては、相談員の確保や相談体制の見直し等が必要となることから、他県の相談

実施体制等を参考にしながら、県医師会等関係者と協議を昨年度から行っています。保護者の不安解消や

夜間・休日の救急外来への受診等について適切な助言を行うことができるよう、引き続き協議を進めてい

きます。【Ｂ】 
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一般要望 

５ 幹線道路網の整備及び一級河川の整備促進につ

いて 

当市は、東北中央部に位置しており、宮城県、秋田県、三陸沿岸へ

の交通の要衝となっております。

この広域的な地域の広域観光周遊ルート形成による観光交流人口

の増加や、物流道路としての機能強化を図り、産業振興を進めるため

には、各地域を結ぶ幹線道路網の整備が喫緊の課題であります。 

また、一級河川北上川では、一関遊水地や宮城県境までの狭隘地区

など、国が治水対策を進めておりますが、地域の治水安全度の向上を

図るためにも、県管理河川区間における整備を併せて推進すること

が重要であります。 

ついては、隣接市町村とのネットワーク機能の確保、安全安心で災

害に強いまちづくりを進めるため、次の事項について要望します。 

記 

 幹線道路網の整備 

① 主要地方道一関大東線東山町柴宿から大東町流矢までの抜本

的な改良整備 

② 主要地方道一関北上線都市計画道路山目
やまのめ

駅前
えきまえ

釣山
つりやま

線
せん

の事業完

了区間以北の早期事業化 

③ 一般県道折壁大原線 

・ 大原払
はらい

川
がわ

地区から上川原
かみかわら

地区までの整備改良 

・ 国道 284号から室根高原牧場間の未改良区間の改良整備 
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主要地方道一関大東線：東山町柴宿の急カーブ 

都市計画道路山目駅前釣山線：事業完了区間以北 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・主要地方道一関大東線の東山町柴宿から大東町摺沢間においては、生出地区及び流矢地区を生出工区と

して整備を進め、平成 26年度に整備を完了したところです。 

同区間の抜本的な改良については、早期の整備は難しい状況ですが、交通量の推移や公共事業予算の動

向等を見極めながら総合的に判断していきます。【Ｃ】 

・都市計画道路山目駅前釣山線の中央町一丁目から宮前町までの区間については、平成 20 年度に事業着

手し平成 30年度までに整備が完了しました。御要望の区間の事業化については、早期の整備は難しい状況

ですが、交通量の推移や公共事業予算の動向等を見極めながら検討していきます。【Ｃ】 

・一般県道折壁大原線の大原払(はらい)川(がわ)地区から上川原(かみかわら)地区までの改良整備につい

ては、早期の整備は難しい状況ですが、交通量の推移や公共事業予算の動向を見極めながら総合的に判断

していきます。【Ｃ】 
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国道 284 号から室根高原牧場：未改良区間 

県道折壁大原線：大原払川地区 
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線路で遮られた磐井川堤防の管理用通路 

令和３年４月 

 国土交通省直轄事業と連携した一級河川の整備促進 

① 黄海
き の み

川堤防の改修 

② 滝沢川排水機場の整備 

③ 磐井川に架かるＪＲ橋梁の架替 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・北上川黄海堤防は平成 20 年に概成しておりますが、支流黄海川堤防は北上川黄海堤防に比して高さが

不足しており、洪水時には北上川本流からの背水の影響が懸念される状況です。このような状況を踏まえ、

県では、黄海川の支川処理方法について、引き続き国と協議を行っていきます。【Ｃ】 

・県内の河川改修事業については、近年の洪水により家屋の浸水被害が発生した区間や資産が集中してい

る箇所等において、優先的に進めています。御要望の箇所は、平成 23年９月の台風 15号や平成 24年５月

の豪雨においては北上川の背水により田畑の浸水被害があったものの、家屋への浸水被害は無く、冠水し

た場合の道路の迂回路も確保されていることから、排水機場の早期整備については難しい状況です。【Ｃ】 

・国では、一関遊水地事業における周囲堤として、磐井川の堤防改修工事を平成 22年から実施しており、

令和２年度までに青葉地区、田村地区及び上の橋左岸の末広地区の工事を完了し、令和２年度は磐井橋の

止水対策を検討すると聞いています。直轄管理区間の河川整備については、県としても重要な課題であり、

国に対し整備促進の要望を行っていきます。【Ｂ】 

平成 19 年９月秋雨豪雨被害 

（黄海川洪水 藤沢町黄海地区） 
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一般要望 

６ 水道施設整備と生活用水確保への財政支援につ

いて 

水道は、市民生活や産業活動に不可欠な社会基盤であり、安全な水

道水の安定供給のため、信頼性の高い水道施設の整備と、財政基盤の

強化が求められています。 

当市では、平成 29年(2017 年)４月に簡易水道事業を水道事業に統

合しましたが、地理的条件に恵まれない中山間地域では施設の統廃

合が困難な状況であり、統合に伴う企業債残高と減価償却費の大幅

な増加により、財政基盤も大きく弱体化しています。 

さらに、人口減少による料金収入の低下や老朽施設の更新需要の

増大により、水道事業の経営環境は今後一層厳しくなると見込まれ

ており、経費削減努力のみで必要な資金を確保するのは極めて困難

となっています。 

また、当市では、水道未普及区域を対象に自家水源の水質検査に対

する支援や、水量及び水質の安定した飲用水を確保するため、深井戸

による飲用井戸整備や浄水施設の設置などに対する補助を行ってい

るところであります。 

ついては、水道事業の安定経営と市民の衛生環境向上を図るため、

次の事項について国に対し働きかけるとともに、財政支援制度を創
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設するよう要望します。

記 

 過疎及び辺地対策事業債について、旧簡易水道事業と統合した

上水道事業の施設更新についても対象経費とするとともに、旧簡

易水道事業の高料金対策に要する繰出金について、統合前基準額

により地方財政措置を継続するよう国に対し要望すること。 

 当市が行う生活用水確保支援事業に対する財政支援制度を創設

するとともに、県が行っている一般飲用井戸の水質検査について、

検査費用の軽減と検査方法の改善を図ること。 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・県では、現行の「過疎地域自立促進特別措置法」の失効を令和３年３月末に控え、政府に対して、新た

な過疎対策法の制定と、過疎対策事業債の継続をはじめとした各種財政措置の維持・拡充を要望したとこ

ろです。 

併せて、今後も過疎及び辺地の地域において、安全・安心な水の安定的な供給を図るため、必要な財政

措置が講じられるよう、引き続き全国過疎地域自立促進連盟を通じて要望を行っていきます。【Ｂ】 

・また、県としても、重要なライフラインである水道の未普及地域の解消や老朽施設の更新等を計画的に

行っていくためには、国による支援が必要であると認識していることから、必要な予算の確保や対象事業

の拡充等に向け、機会を捉えて国への要望活動を実施してきたところであり、これまでに交付率の向上や

老朽管更新の補助対象管種の拡充が実現したところです。今後、水道のより一層の基盤強化に向けて、水

道施設の整備や広域連携を進めていくため、地域の実情を踏まえた、最適な手法を市町村が選択できるよ

うにするための財政措置の拡充等について、今年度においても６月に県単独で政府予算要望を実施したほ

か、８月には北海道東北知事会において要望を行ったところであり、今後も他の都道府県と連携して、国

に対し財政的支援の拡充を要望する予定です。【Ｂ】 

・なお、生活用水確保に対する新たな財政支援制度の創設について、国では自家水施設等の生活用水は、

個人資産となるため補助対象とすることは困難としているところであり、県としても同様の考えでありま

す。【Ｃ】 
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一般要望 

７ 流域下水道維持管理負担金の見直しについて 

当市では、昭和 56年度以降、流域下水道事業に関連した公共下水

道事業に着手し、人口規模の変動や住宅建設などの状況に合わせ段

階的に計画を見直して整備を進めてまいりました。 

しかしながら、事業を取り巻く環境は、着手当時の想定に比べ大き

く乖離しており、今後の事業の推進にあたっては、整備計画の大幅な

見直しをしなければならないものと捉えております。 

また、流域関連公共下水道事業は、下水処理のみならず、環境や衛

生面において県土整備の一翼を担っているものであることから、令

和元年度においては、流域下水道維持管理負担金について、関連市町

が負担するだけではなく、県の負担措置を講じるよう要望し、県と関

連市町間で県の役割や人件費負担の考え方などを協議・検討したと

ころであります。職員人件費の激変緩和措置や費用の一部を県負担

とするなど、一定の配慮がされたものの、関連市町にとっては、いま

だ大きな負担となっております。 

ついては、流域関連公共下水道事業の安定経営が図られるよう、次

の事項について要望します。 

              記 

 流域下水道維持管理負担金の算定にあたっては、令和３年度に
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企業会計移行後初めての決算となることから、決算分析を十分に

行い、負担金低減のためにどのような取組が必要か検証の上、県に

おいても応分の負担を行うこと 

 施設や設備の更新にあたっては、関連市町との間で詳細な事前

協議を行い、事業費の低減や平準化に努めること 

 流域下水道事業の推進にあたり、関連市町の経営状況や公益目

的事業が今日において果たすべき役割を十分に把握した上で、県

と関連市町のほか、岩手県下水道公社を含めた、簡素で効率的な体

制の構築に努めること 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・現行の流域下水道維持管理負担金の算定にあたっては、施設・設備の老朽化等への喫緊対策として見込

まれる経費を基に企業会計ベースで算定したところです。今後の維持管理負担金の算定に当たっては、決

算状況の検証を行いながら、流域下水道関連市町と共に検討していきます。また、県の応分の負担に関し

ては、令和２年度からの公営企業会計への移行に伴って新たに負担を求めることになった人件費分は、４

年間での段階的な負担とする激変緩和措置を講じているところです。県は、流域下水道事業の事業主体と

して、今後も関連公共下水道の管理者である関連市町と十分な連絡調整を図っていくとともに、適切な役

割分担と費用負担のもと、一般会計からの繰入基準に基づく繰入れのほか、必要な対応を検討していきま

す。【Ｂ】 

・施設や設備の更新は、長期的な視点で施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮して、優先順位付けを

行った上で施設の点検・調査、修繕・改築を実施し、施設全体を対象とした管理を最適化するストックマ

ネジメント計画に基づいて実施しています。本計画の今後の見直し等においては、関連市町に御説明して、

事業費の低減や平準化に配慮しながら進めていきます。【Ｂ】 

 ・県では、令和２年度からの公営企業会計への移行に伴う組織見直しを行い、流域下水道業務担当者を集

約した組織を設けるなど、関連市町負担対象人員数を明確にしたところです。流域下水道事業の推進体制

も含めて、今後も御意見を伺いながら、適切な運用を進めていきます。【Ａ】
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一般要望 

８ 東京電力福島第一原子力発電所事故による放射性 

物質汚染対策について 

原発事故による放射性物質汚染は、震災から 11年目を迎えた現在

もなお、当市に大きな被害を与えております。 

牧草、稲わら、堆肥の農林業系廃棄物については処理が進まず、現

在、埋設一時保管している汚染された道路側溝土砂、学校等の校庭土

砂については、国の処理基準がいまだ示されていないことなどによ

り、市内全域での処理ができない状況にあり、これ以上、一時保管す

ることは極めて困難であります。 

 このような実態を踏まえ、県におかれましては、一日も早く正常な

状況下での農産物等の生産・流通の実現や、市全域の汚染土砂の処理

とともに、次の事項について、迅速かつ万全の措置と明確な方針を示

すよう、国並びに東京電力に対し働きかけるよう要望します。 

記 

 原木しいたけ産地再生への支援 

① 新規参入者と規模拡大意向者への震災前の原木価格水準に対

する原木購入費の掛り増し賠償実現に向けた強力な支援 

② 来年以降の植菌作業に向けての良質な原木の確保の継続と課題

となっている植菌適期内の納入実現へ向けた実態に即した支援 

③ 立木等に係る福島県と同様の財物賠償実現に向けた支援 
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④ 放射性物質の影響を低減させるために義務付けられている原

木しいたけの栽培工程管理簡素化に向けた支援 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・原木しいたけの産地再生を図るためには、原木を安定的に供給するとともに、新規参入者の確保と

規模拡大を推進することが重要だと考えています。このことから、県では、新規参入者や既存生産者

の規模拡大部分の原木価格高騰分の掛り増しの賠償について、国と東京電力に対して実施を強く要

望していきます。【Ａ】 

・良質な原木の確保と適期納入については、県森林組合連合会など関係団体と連携し、毎年度、植菌

時期までに他の地域から原木が適期に供給されるよう取り組んでいきます。【Ａ】 

・財物賠償について、県としては、東京電力に対し、実態に即した十分な賠償が行われるよう引き続

き強く求めていくとともに、国に対しても、東京電力を指導するよう要望していきます。【Ｂ】 

・県では、国の「放射性物質低減のための原木きのこ栽培管理に関するガイドライン」に基づき、平

成 25年 10月に「岩手県放射性物質低減のための原木きのこ栽培管理実施要領」を策定し、しいたけ

生産者を指導しています。この実施要領については、研究機関による調査結果等の知見を踏まえ、平

成 27年９月に栽培工程管理の一部簡素化を図ったところであります。今後も、適切な栽培工程管理

の実施に向け、放射性物質濃度の推移に関する研究を続けていきます。【Ｂ】 

 今後においても、国と東京電力に要望を継続するとともに、県としても原木しいたけの生産者に対

する、きめ細やかな支援を行い、産地再生に取り組んでいきます。 
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 農林業系汚染廃棄物の早期処理への支援 

① 農林業系汚染廃棄物の早期最終処分に向けた技術的・財政的な

支援 

② 農林業系汚染廃棄物の保管の長期化に伴う一時保管施設の維

持補修助成など保管施設としての機能を保つための支援 

③ 事故当時に汚染され一時保管している乾しいたけの適切な処

分に対する支援 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・8,000Bq/㎏以下の農林業系汚染廃棄物については、国のガイドラインにおいて明確化されていない

事項について、県独自にガイドライン（第 2版）を策定し、焼却処理する場合は、既存の焼却施設に

おいて一般廃棄物と混焼し、市町村等の最終処分場に埋め立てる処理方針を示したところです。ま

た、その処理費用については、処理終了時まで焼却処理や最終処分場での処理等に必要となる費用の

財政措置を講ずるよう国に対し要望しています。県としても早期の処理終了に向けて、技術的助言を

していきます。【Ｂ】 

・県では、利用自粛牧草等処理円滑化事業（県単）により、保管の長期化が見込まれる牧草、稲わら、

堆肥の一時保管について、施設の維持管理にかかる経費を支援しており、引き続き、市が一時保管施

設の機能を保つための経費に対して、支援していきます。また、国に対し、農林業系副産物の処理等

にかかる費用の財政的措置を講じるよう要望しており、引き続き様々な機会を通じて必要な対策を

求めていきます。【Ｂ】 

・当該乾しいたけについては、焼却処理する場合は、ほだ木と同様、既存の焼却施設において一般廃

棄物と混焼し、市町村等の最終処分場を活用して埋立することができます。【Ｂ】 

・県としても、当該乾しいたけの処理が進むよう、混焼する場合の生活ごみ等との混合方法、焼却灰

の埋立等について技術的助言をしていきます。また、関係市町村のほか関係団体等とも連携しなが

ら、早期処理に向けて対応していきます。【Ｂ】 
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 山菜等の風評被害の防止と販売促進支援 

産地直売関係者や消費者との食品の安全に関する情報の共有に

よる風評被害の防止及び積極的な販売促進の支援 

 損害賠償の迅速化 

① 風評被害を含めた損害賠償請求を産地直売関係者などが迅速

かつ万全に行うための現地相談員の配置 

② 未払いとなっている行政請求分の早期支払い 

③ 損害賠償請求に要した事務経費の賠償対象経費への追加 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・県では、食の安全安心を確保することが重要と考えており、流通関係者が出荷前に自主検査を行う

よう指導するとともに、必要に応じて県による精密検査の実施と、検査結果の速やかな公表により、

風評被害の防止に努めております。 

 また、山菜等の販売促進については、国の「地方消費者行政強化交付金」等の情報を提供するなど、

市の取組を支援していきます。【Ｂ】 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・産直施設は農協、会社組織、個人あるいは任意グループにおいて運営されているなど、多様な経営

形態であるほか、賠償請求に必要となる過去の販売実績等の書類の整備状況も異なっていることか

ら、産直ごとの実情に応じたきめ細かな対応が重要と考えています。県では、広域振興局農政担当部

が窓口となり、産直組織の損害賠償請求に関する相談対応を行っているほか、必要に応じ県弁護士会

相談窓口を紹介するなどの対応を行っています。なお、東京電力に対しても、産直施設等の民間事業

者の実情に応じてきめ細かく対応し、被害の実態に即した十分な賠償を行うよう、様々な機会を通じ

て引き続き求めていきます。【Ｂ】 
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 側溝土砂の処理基準の提示と支援制度の創設 

放射性物質に汚染された側溝土砂の処理基準の速やかな提示及

び汚染土砂の処理に対する財政的な支援 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・放射性物質に汚染された側溝土砂の処理に向けて、国に対し、除去土壌の処理基準を早急に示すよう要

望しています。汚染土砂の処理に対する財政的な支援については、国に対し、汚染濃度や除染実施区域内

外にかかわらず、除染等撤去に要する経費や地域で必要となる一時保管場所の整備等の掛かり増し経費に

ついて、福島再生加速化交付金（道路側溝堆積物撤去・処理支援）と同様の財政措置を講ずるよう要望し

ています。 

 なお、国庫補助対象外となる一時仮置場の設置に要する経費について、「放射性物質汚染廃棄物処理円

滑化事業（県単）」により支援することとしています。【Ｂ】

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・県では、原子力発電所事故に伴う放射線影響対策に要した費用は一義的に東京電力が負うべきもの

と考え、東京電力に対し、要した費用全てについて賠償に応じるよう、市町村等と連携しながら、繰

り返し強く求めているところです。さらに、直接交渉だけでは東京電力からの賠償が期待できない請

求分については、市町村等と連携して原子力損害賠償紛争解決センターに対して、平成 26年１月、

平成 28年３月及び令和元年７月に和解仲介の申立てを実施し、同センターにおける審理を通じても、

被害の実態に即した速やかな賠償を求めてきたところです。なお、国に対しても、県及び市町村が負

担した放射線影響対策に要した経費について、十分な賠償を速やかに行うとともに原子力損害賠償

紛争解決センターの判断を尊重して和解案を受諾するよう、東京電力を国が指導するなど、必要な措

置を講ずることを要望しています。【Ｂ】 

・『東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中

間指針』では、賠償の対象に係る項目に事務経費は明記されていません。しかし、明記されていない

ものが直ちに賠償の対象とならないというものではなく、個別具体的な事情に応じて相当因果関係

のある損害と認められることがあり得るとされています。東京電力に対しては、これまでも、知事に

よる直接要請をはじめ、十分な賠償を迅速に行うよう求めています。また、国に対しても『東日本大

震災津波等からの復興と地方創生の推進に当たっての提言・要望書』等により十分な賠償が速やかに

行われるよう東京電力を指導するなど、必要な措置を講ずることを要望しており、今後も、様々な機

会を捉えて要望・要請活動を行っていきます。【Ｂ】 
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 学校施設等の校庭に埋設保管している除染土の処理方針の提示 

学校施設等の校庭に埋設一時保管している除染土の処理基準の  

速やかな提示

側溝に堆積した土砂 側溝土砂の除去作業 

（緊急対応分） 
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一般要望 

９ 地デジ県内放送の難視聴対策について 

当市では、県内の地上デジタル放送が全世帯で視聴可能になるよ

う国等による施策を活用し、中継所の整備、共同受信施設の新設など

の対策を講じてまいりました。 

しかしながら、山間部であることに加えて県境に位置することか

ら、県内テレビ放送の受信困難世帯の解消には至らず、現時点で 31

世帯がワンセグ波によるテレビ視聴を余儀なくされており、良好な

受信環境の早期整備が望まれているところであります。 

また、市内の各テレビ共同受信組合の保有する施設においては、回

線設備などの老朽化が進む一方、施設の改修経費が高額なため、施設

改修が困難な状況となっております。 

ついては、次の事項について国及び放送事業者に対し働きかける

とともに、財政支援制度の創設について要望します。 

記 

 受信困難世帯の解消に向けた抜本的な受信対策の検討及び市で

実施可能な受信環境改善策への財政支援制度の創設 

 テレビ共同受信施設の維持管理費及び老朽化に伴う施設改修費

に対する財政支援制度の創設 
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○令和２年度の要望に対する県の回答 

・地上デジタル放送移行に伴う難視対策については、国においてワンセグ波による視聴も含め、放送事業

者等と連携し実施されてきたところです。この結果、県内の対象世帯については平成 27年３月までにその

対策を完了したものとされており、現在、国の支援制度はない状況です。県としては、市町村が共聴施設

の新規整備に対して補助を行う場合に、地域経営推進費による補助対象としています。【Ｂ】 

・共聴施設の維持管理及び老朽化対策は重要な課題であり、これまでも国に対し、県単独及び全国知事会

を通じて、維持管理及び老朽化に伴う更新に対する支援制度の創設等について繰り返し要望しています。 

 また、県の支援策としては、市町村が共聴施設の改修や更新に対して補助を行う場合に、地域経営推進

費による補助対象としています。【Ｂ】 

フルセグ放送とワンセグ放送の画質の比較 
※写真は令和３年５月 27日プロ初勝利を飾った千葉ロッテマリーンズ 佐々木朗希投手

フルセグ放送

ワンセグ放送 
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一般要望 

10 骨寺村荘園遺跡の世界遺産への拡張登録について 

骨寺村荘園遺跡の世界遺産への拡張登録については、県と関係市

町で平泉文化と個別資産の基礎的な調査研究に集中的に取り組み、

多くの成果を上げてまいりました。 

しかし、平成 29年度末における文化庁への推薦については、県と

関係市町で合意に至らなかったため、平成 30年度以降も継続して拡

張登録に向けた取組を進めてきたところであります。 

ついては、拡張登録の実現と取組推進のため、次の事項について要

望します。 

記 

 調査研究等へのより一層の専門的・技術的支援を行うこと 

 推薦書案の作成に向けて「平泉の文化遺産」世界遺産拡張登録検  

討委員会に日本史（特に平泉の研究）や浄土思想の研究を専門とす  

る委員を加えること 

 県・関係市町が足並みを揃え、一丸となって取組を進めること 
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白山社及び駒形根神社の発掘現場 

○令和２年度の要望に対する県の回答 

・「平泉の文化遺産」の世界遺産拡張登録については、平成 30年２月 10日の県と関係３市町の申し合わ

せにより、引き続き、世界遺産追加登録に向けた取組を継続することとしています。 

 県では、令和２年６月の政府予算要望において、「平泉の文化遺産」の世界遺産追加登録が早期に実現

されるよう、調査研究に対する財政的支援及び技術的支援について要望したところであり、今後も国から

必要な支援が受けられるよう、働きかけを行っていきます。 

 また、県の平泉の文化遺産世界遺産拡張登録検討委員会の委員構成については、委員会における今後の

議論の状況や、文化庁の助言を踏まえて検討していきます。 

 県としては、関係市町が実施する調査研究について、引き続き、財政的支援及び技術的支援を行うとと

もに、専門家委員会の開催や文化庁との調整など、関係市町とともに推薦書案の作成に向けた取組を継続

していきます。【Ｂ】 
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一般要望 

11 事業の円滑化ときめ細かな財政支援について 

 公立学校の施設整備に係る国庫補助申請スケジュールの見直し    

について 

公立学校施設整備国庫負担金に係るスケジュールは、事業を実施

する前年度に建築計画を提出、事業実施年度の４月から５月頃に事

業認定申請書を、７月頃に交付申請書を提出し、８月頃に交付決定

がされています。交付内示や指令前着工を承認する仕組みが確保さ

れていないため、市町村では交付決定を受けて以降に、入札の執行

と、契約議決の手続きを行うこととなりますが、一度の入札で落札

されるとは限らず、万が一入札不調等の事態が生じた場合、以降の

事業スケジュールに大きく影響があります。 

また、学校等施設整備の多くは大規模な工事であるため、工事期 

間が長期にわたることや、働き方改革に伴う建設事業者の休業日確

保等の影響から、事業全体のスケジュールが非常に逼迫する状況と

なっております。 

ついては、事業の円滑な実施に資するため、可能な範囲で国庫補

助申請スケジュールを前倒しすることを、国に対して働きかけるよ

う要望します。 
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 施設野菜ハウス整備の資材費補助について 

当市は、施設野菜ハウス整備の支援について、令和２年度まで、

県の「いわて型野菜トップモデル産地創造事業」により、国庫補助

事業に資材費を上乗せする補助、及び県独自の建設費補助により行

ってまいりましたが、令和３年度については「トップモデル事業」

の終了に伴い、資材費への上乗せ補助が廃止され、代替事業（マス

タープラン実践支援事業）による建設費補助のみとなっております。 

これにより、野菜ハウス整備希望農家の費用負担が大きくなり、

事業実施希望を見直しする生産者が出てきている状況であります。 

ついては、施設野菜ハウスの拡充による園芸振興を図るため、施

設野菜ハウス整備の資材費補助上乗せの復活を要望します。
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 防災行政無線屋外広報マスト増設に向けての支援について 

当市では、平成 24年度（2012 年度）から平成 26 年度（2014 年

度）まで、市内一斉に情報を伝達できるよう、デジタル方式による

防災行政無線設備を整備いたしましたが、約２割の世帯で防災行政

無線が可聴できない現状となっております。 

可聴できない地域の多くは、市内の山間部であり、土砂災害等の

発生危険地域も多く含まれていることから、屋外広報マストの増設

による情報伝達が、喫緊の課題となっております。 

ついては、市内全域での迅速な情報伝達を図るため、防災行政無

線屋外広報マストの整備について、特段の財政支援を要望します。 
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